
依頼者の本人特定事項の確認等に関するチェックリスト（詳細版）
●１　本人特定事項の確認の要否に関するチェックリスト
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依頼者が
① 法人
② 当該自然人（※１）と異なる

当該自然人が依頼者のために資産管理行為
等又は取引等の任に当たっていることが明
らか

依頼権限の確認
（※５）

① 依頼者又は当該自然人（※１）が取引時
確認に係る依頼者又は当該自然人になりす
ましている疑いがあるもの
② 取引時確認が行われた際に当該取引時確
認に係る事項を偽っていた疑いがある依頼
者との間におけるもの
③ 外国ＰＥＰｓ（※２）及びその関係者と
の間で行うもの
④ イラン若しくは北朝鮮に居住し，若しく
は所在する依頼者との間におけるもの又は
イラン若しくは北朝鮮に居住し，若しくは
所在する者に対する資産の移転を伴うもの

①官公署の委嘱によるもの
② 任意後見契約に関する法律第2条第1号の
任意後見契約に基づく事務として行うとき
③ 依頼者が成年後見人，破産管財人等裁判
所により選任されたものであって，当該依
頼者の職務として行うことができる行為に
ついて依頼を受けたとき
④ 遺言執行者として資産管理行為等を行う
ときその他これに類する場合であって資産
管理行為等を行うに際して当該資産の管理
及び処分をする権利を有する者について本
人特定事項を確認することができないとき

依頼者が
① 国・地方公共団体
② 上場企業など実在することが確実である
ものとして規則で定めるもの

法律事務が
官公署及び外国の裁判所の委嘱によるもの

依頼の目的の検討

確認不要

厳格な本人確認＋依
頼の目的の検討

① 取引その他の行為に係る資産が犯罪によ
る収益である疑い又は依頼者が取引その他
の行為に関し組織犯罪処罰法（※３）第１
０条若しくは麻薬特例法（※４）第６条の
罪に当たる行為を行っている疑いがあると
認められるもの
② 同種の取引又は行為の態様と著しく異な
る態様で行われるもの

通常の本人確認＋依
頼の目的の検討

※５依頼者の本人特定事項の確認及び記録保存等に関する規程第４条第２項，第４項については，盛り込んでいない。

法律事務が
官公署及び外国の裁判所の委嘱によるもの

確認不要

依頼の目的の検討

通常の本人確認＋依
頼の目的の検討

受任する法律事務等は以下に該当する
① 裁判所，法務局，金融機関その他の機関
に予納金，供託金，保証金，租税，保釈保
証金，罰金，科料，追徴に係る金銭，過料
その他これに類する金員を納付するために
金員の預託を受けた
② 裁判所その他の紛争解決機関の関与した
手続における判決，決定，調停，和解等に
よって依頼者その他の関係人が負担する債
務の履行のために金員の預託を受けた
③ 裁判所その他の紛争解決機関の関与した
手続において相手方その他の関係人が負担
する弁済金，和解金その他これに類する金
員を受領した
④ 刑事事件について，被害者，その遺族又
はその代理人に弁済するために見舞金，被
害弁償金，示談金その他これに類する金員
の預託を受けた
⑤ 弁護士等の報酬又は費用の前受けとして
金員を受領した
⑥ 任意後見契約に関する法律第2条第1号の
任意後見契約に基づく事務として行うとき
⑦ 依頼者が成年後見人，破産管財人等裁判
所により選任されたものであって，当該依
頼者の職務として行うことができる行為に
ついて依頼を受けたとき
⑧ 遺言執行者として資産管理行為等を行う
ときその他これに類する場合であって資産
管理行為等を行うに際して当該資産の管理
及び処分をする権利を有する者について本
人特定事項を確認することができないとき

受任する案件が以下①～⑨に該当する取引
について準備又は実行をするものである
（①～⑨については 1 参照）

依頼者の金融機関の口座を管理し，又は依
頼者から，若しくは依頼者のために金員等
(２００万円以上）を預かり，若しくは管理
を行う

 1 受任する案件が以下①～⑨に該当する取
引について準備又は実行をするものである
① 不動産の売買
② 会社の設立又は経営を目的とする出資そ
の他これに類する資金拠出をする行為又は
手続
③ 会社の組織変更，合併，会社分割，株式
交換，株式移転又は定款に規定された目的
の変更
④ 会社の業務を執行し，又は会社を代表す
る者の選任
⑤ 法人（会社を除く。），組合，匿名組
合，投資事業有限責任組合，有限責任組合
その他これらに類する団体（以下「団体
等」という。）の設立又は合併に関する行
為又は手続
⑥ 団体等の定款，規約又は組合契約に規定
された目的の変更
⑦ 団体等の業務を執行し，又は団体等を代
表する者の選任
⑧ 信託契約の締結，信託の併合若しくは分
割又は信託契約若しくは規約に規定された
目的若しくは受託者の変更
⑨ 会社の買収又は売却

※４国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律。

依頼の目的の検討＋
通常の本人確認

■ 法律事務以外で金員等を預かる

法律事務が
官公署及び外国の裁判所の委嘱によるもの

確認不要

※３組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律。

※１当該自然人とは，弁護士等に対して現に依頼行為を行っている自然人をいう（規程第４条第１項参照）。

※２ＰＥＰｓ（Politically Exposed Persons）とは，外国の元首その他一定の貴重な公的地位にある者をいう。

依頼者の金融機関の口座を管理し，又は依
頼者から，若しくは依頼者のために金員等
(２００万円以上）を預かり，若しくは管理
を行う

依頼の目的の検討

過去５年以内に本人特定事項を確認した
（共同事務所の他の弁護士等，事業承継し
た場合の他の弁護士法人等による確認を含
む。）

法律事務が
官公署及び外国の裁判所の委嘱によるもの

法律事務が
官公署及び外国の裁判所の委嘱に
よるもの



●２　通常の本人特定事項の確認方法等

依頼行為を行っている自然人から

写真付自然人本人確認書類の提示を受けることができない場合（非対面など）

以下の事項に関し，以下の方法で確認
本人特定事項
一 自然人である依頼者が外国に所在するため住居又は生年月日を証明することが不可能又は
著しく困難な場合　氏名，旅券番号等当該外国において自然人を特定するために事業者が確認
する事項
二 自然人である依頼者が逮捕，勾留，刑の執行等の理由により刑事収容施設において身体を
拘束されている場合　裁判所が依頼者の身体拘束の根拠を示した文書において当該依頼者を特
定するために記載された事項

本人特定事項の確認方法
一 依頼者が外国に所在するため，上記の方法によって本人特定事項の確認ができない場合又
は転送不要郵便物等として送付することができない場合　当該外国において事業者が本人特定
事項を確認するために用いる方法その他上記の方法と同程度に信頼のおける方法
二 依頼者が逮捕，勾留，刑の執行等の理由により刑事収容施設において身体を拘束されてい
る場合　勾留状謄本，判決書等裁判所が依頼者の身体拘束の根拠を示した文書であって，依頼
者の本人特定事項が記載されたものの交付を受け，又は閲覧する方法

それ以外

以下のいずれかの方法により法人の名称及び本店又は主たる事務所の所在場所を確認
イ 法人本人確認書類の提示を受ける方法
ロ 法人本人確認書類（その写しを含む。）の送付を受けるとともに，当該法人本人確認書類
に記載された依頼者の本店又は主たる事務所に宛てて委任契約書等を書留郵便等により転送不
要郵便物等として送付する方法
ハ 弁護士等が官公庁等から法人本人確認書類の発行又は発給を受ける方法

依頼行為を行っている自然人の依頼権限を以下のいずれかの方法で確認（弁護士等が依頼者と
当該自然人の関係を認識している場合は不要）

一 委任状その他の当該自然人が依頼者のために資産管理行為等又は取引等の任に当たってい
ることを証する書面を当該自然人が所持していることを確認する方法
二 当該自然人が依頼者の代表権を有する役員として登記されていることを確認する方法
三 依頼者の本店，主たる事務所，営業所等に電話をかける等して当該自然人の依頼権限を確
認する方法

自然人
（人格のない団体で現
に依頼行為を行ってい
る自然人を含む。）

イ 写真付自然人本人確認書類の提示を受けて氏名・住居・生年月日を確認

ロ 自然人本人確認書類（写真付自然人本人確認書類を除く。）の提示を受けるとともに，当
該自然人本人確認書類に記載された依頼者の住居に宛てて委任契約書等を書留郵便等により転
送不要郵便物等として送付する方法
ハ ２種類の保険証・年金手帳等の提示を受ける方法
ニ 保険証・年金手帳等及びこれとは別の自然人本人確認書類（写真付自然人本人確認書類を
除く。）又は補完書類の提示を受ける方法
ホ 保険証・年金手帳等の提示を受け，かつ，これとは別の自然人本人確認書類（その写しを
含む。ヘにおいて同じ。）又は補完書類（その写しを含む。）の送付を受ける方法
ヘ 自然人本人確認書類の送付を受けるとともに，当該自然人本人確認書類に記載された依頼
者の住居に宛てて委任契約書等を書留郵便等により転送不要郵便物等として送付する方法

のいずれかの方法により，氏名・住居・生年月日を確認

法人

実体のない法
人 上記の方法が正当な法律事務の受任の妨げになるおそれがあるとして規則で定める場

合
（実体のない法人は除く。）
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